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報酬・料金等の源泉徴収

」報酬・料金等の源泉徴収制度

居住者又は内国法人に対して原稿料や講演料、

税理士報酬や弁護士報酬など一定の報酬・料金

等の支払いをする者は、その支払の際に一定の

税率により所得税及び復興特別所得税を源泉徴

収して納付する義務があります。

ここでは、報酬・料金等の源泉徴収のうち、
一般的なものについて確認していきます。

コ源蔑視服義務のない者

給与等の支払がない個人又は常時2人以下の

家事使用人のみに対して給与等を支払う個人に

ついては、ホステスなどの報酬・料金を支払う

場合を除いて源泉徴収の義務はありません。

コ税理士報酬等の源泉徴収

弁護士（外国法事務弁護士を含みます）、公認

会計士、税理士、社会保険労務士、弁理士、建

築士、不動産鑑定士等の業務に関する報酬、料

金を支払う際には、支払金額の10．21％の税率で

源泉徴収することになります。

ただし、同一人に対して、1回に支払う金額

が100万円を超える場合には、その100万円を

超える部分については、20．42％の税率となりま

す。

たとえば、1回に120万円を支払う場合には、

100万円×10．21％十（120万円－100万円）×

20．42％＝142，940円の源泉徴収が必要となりま

す。

コ司法書士報酬等の源泉徴収

司法書士、土地家屋調査士、海事代理士の業

務に関する報酬・料金を支払う際には、（支払金

額－1万円）に対して10．21％の税率で源泉徴収

することになります。

コ原稿料、講演料等の源泉徴収

原稿料、挿絵料、作曲料、デザイン料、放送

謝金、著作権の使用料、講演料等の報酬・料金

を支払う際には、支払金額の10．21％の税率で源

泉徴収することになります。

ただし、同一人に対して、1回に支払う金額
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○戦国時代には、政権は源平が交代で

とる、という「源平交代思想」が信

じられていた。貴族社会の藤原氏を

先ず打破したのが、平清盛。その平

氏政権を倒したのが源頼朝。代わっ

て鎌倉幕府を牛耳った北条氏は桓武

平氏の出。これを倒して室町幕府を

築いた足利尊氏は、清和源氏の名家。

次の織田信長は越前の神官の出なが

ら、強引に桓武平氏の系図を作った。

が100万円を超える場合には、その100万円を

超える部分については、20，42％の税率となりま

す。

コ消衰税等の取扱い

報酬・料金等の金額の中に消費税及び地方消

費税の額が含まれている場合には、消費税及び

地方消費税の額を含めた金額が源泉徴収の対象

となる報酬・料金等の金額となります。

ただし、報酬・料金等の支払いを受ける者か

らの請求書等において、報酬・料金等の額と消

費税及び地方消費税の額とが明確に区分されて

いる場合には、消費税及び地方消費税の額を含

まない報酬・料金等の額のみを源泉徴収の対象

とする金額として差し支えないこととされてい

ます。

l」旅費等の取扱い

報酬・料金の支払者が、旅費や宿泊費を負担

する場合には、その金額も源泉徴収の対象とな

ります。

ただし、報酬・料金の支払者が、その旅費や

宿泊費を交通機関やホテルなどに直接支払い、

かつ、その金額がその費用として通常必要であ

ると認められる範囲内であれば、源泉徴収をし

なくて差し支えありません。




